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は じ め に

兵庫県では、県及び市町の条例等による独自の規制等が、社会構造や経済情

勢の変化に対応せず、事業活動等の支障となっている事例について、有識者と

県・市町で議論し、その規制等のあり方を検討するため、平成 30 年５月に兵庫

県規制改革推進会議が設置されました。

当会議は、各分野の有識者６名の委員で構成されており、見直しが必要と考

えられる支障事例を、県民、事業者、県内市町等から幅広く募集しています。

今年度は、電線共同溝入溝時の入溝承認申請手続きの見直しや指定難病に係

る医療費助成における還付請求手続きの見直しなど、事業者の事務の効率化や

県民サービスの向上につながる６項目の提案について審議を行いました。

この報告書は、今年度、当会議で議論してきた規制改革項目の審議結果をと

りまとめたものです。兵庫県をはじめ県内の市町に幅広く共有され、当会議の議

論をきっかけに、顕在化する支障事例が１つでも多く解消されることを期待し

ています。

令和７年３月

兵庫県規制改革推進会議委員長 中川 丈久

（神戸大学大学院法学研究科教授）
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Ⅰ 令和６年度会議の開催状況
回 開 催 日 議 題

第１回 令和７年１月１４日

･兵庫県規制改革推進会議設置要綱について

･県・市町の条例等による規制に関する事項

(景観形成地区における住宅宿泊事業（民泊）の規制の見直し)

･県・市町の行政手続の簡素化等に関する事項

(電線共同溝入溝時の入溝承認申請手続きの見直し等４項目 )

･国の法令等による規制に関する事項

（鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可申請手続きの見直し)

第２回 令和７年３月２１日

･第１回会議で継続審議となった事項

(電線共同溝入溝時の入溝承認申請手続きの見直し)

･令和６年度報告書（案）について
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Ⅱ 令和６年度審議結果のまとめ
１ 審議結果の分類

分 類 内 容

提

案

に

対

し

て

対

応

す

る

も

の

(1) 規制・手続の見直し 条例、規則等に規定されているルールに問題が

あると考えられるため、当該ルールそのものを

改める必要がある。

(2) 制度内容の明確化 支障の原因が制度内容の分かりにくさにある

と考えられることから、当該制度の内容を明確

にした上で、周知する必要がある。

(3) 制度内容の周知 制度内容には問題はないが、県民や他の地方自

治体が制度の存在を知らないことで支障が生

じていると考えられるため、当該制度の周知を

徹底する必要がある。

(4) 国へ制度の見直しを要望 法令等に規定されているルールに問題がある

と考えられるため、国に対してルールの改正を

求める必要がある。

(5) その他 技術的な制約等により直ちに結論を得ること

が困難であるため、今後継続的な検討等が必要

である。

(6) 現行の制度運用を維持 支障事例の基となるルールに当たったが、現行

の制度内容やその運用に合理性があり、当該ル

ールを見直す必要性が認められない。

２ 審議件数等
・ 提案件数 ６件

分 類 件 数 比 率

(1) 規制・手続の見直し ３ 50.0%

(2) 制度内容の明確化 － －

(3) 制度内容の周知 １ 16.6%

(4) 国へ制度の見直しを要望 １ 16.6%

(5) その他 － －

(6) 現行の制度運用を維持 １ 16.6%

計 ６ 100.0%
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Ⅲ 提案事項別審議結果
１ 県・市町の条例等による規制に関する事項 １件
制度内容の周知:１件

提案事項 審議結果等の概要

(1)
景観形成地区における住宅宿泊事業

（民泊）の規制の見直し

制度内容の周知

・民泊条例では市町長からの申出に基づいて、制限期間の

解除が可能であるが、制度の認識が薄れている恐れがある

ため、民泊条例による申出の手続きについて、ホームページ

で再周知を実施する（令和７年３月に追加掲載）。

２ 県・市町の⾏政⼿続の簡素化等に関する事項 ４件
規制・⼿続きの⾒直し︓３件、現⾏の制度運⽤を維持:１件

提案事項 審議結果等の概要

(1)
電線共同溝入溝時の入溝承認申請手

続きの見直し

規制・手続の見直し

・届出制に移行した場合の懸念事項を解消したうえで、他の

占用者の意見も踏まえて、届出制への見直しを検討する。

・設備の健全性に影響が生じる可能性がある場合は、兵庫県

電線共同溝管理規程第９条第２項に規定する「事故又はや

むを得ない事由」と判断して差し支えない旨を周知する。

(2)

経営事項審査の窓口申請における予

約方法の見直し

現行の制度運用を維持

・電子メールでの予約については、予約漏れ等が懸念され

ることから採用しない。

・今後は利便性の高い電子申請の利用を推進し、窓口申請

の予約システムについては、課題解決の検証を行った

後、他の土木事務所での導入を検討する。

(3)
建設業許可申請等における健康保険

確認書類の見直し

規制・手続の見直し

・令和 6年 12月 2日以降、国民健康保険被保険者証の新

規発行が停止し、マイナ保険証へ移行されることから、

他府県の手続き手法等も参考に、確認書類の見直しを

検討する（令和７年３月に見直しを実施）。

(4)
指定難病に係る医療費助成における

還付請求手続きの見直し

規制・手続の見直し

・窓口申請に加えて、郵送による申請も可能とする（令和

７年５月～）。

・電子申請の導入については、国が進める難病等医療費助

成制度オンライン化事業の動向を踏まえ、検討する。

３ 国の法令等による規制に関する事項 1件
国へ制度の⾒直しを要望︓1件

提案事項 審議結果等の概要

（１）
鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等
の許可申請手続きの見直し

国へ制度の見直しを要望
・鳥獣保護管理法において、作業従事者(個人)ごとに許
可申請を行い、各従事者が許可証の交付を受ける必要
があるが、申請様式の記載内容は、同法施行規則で規
定され、県には様式を簡素化する裁量権がない。

・このため、「地方分権改革に関する提案募集」を活用
し、そもそも許可を要しない手続きの実現について、
国に求める。
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１-(1) 景観形成地区における住宅宿泊事業（民泊）の規制の見直し
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２-(1) 電線共同溝入溝時の入溝承認申請手続きの見直し
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２-(2) 経営事項審査の窓口申請における予約方法の見直し
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２-(3) 建設業許可申請等における健康保険確認書類の見直し
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２-(4) 指定難病に係る医療費助成における還付請求手続きの見直し
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３-(1) 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可申請手続きの見直し
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令和５年度審議結果に基づく対応状況

(1) 県・市町の行政手続の簡素化等に関する事項

審議項目 審議結果 対応状況

1
工事完成図書の紙図面提出

の見直し

規制・手続の見直し

県発注工事について、保証書・取

扱説明書等の一部を除き原則電子

納品とし、令和６年度中の運用を

目指す。

対応済み

・「特記仕様書」、「建築工事関係資

料」を改正（令和７年２月）。

・令和７年３月より運用開始。

2
主任介護支援専門員研修

受講資格の見直し

規制・手続の見直し

国の動向を踏まえつつ主任介護支

援専門員研修の受講要件の見直し

を検討し、令和６年度の募集時期

までに方針を示す。

対応済み

・「主任介護支援専門員研修開催要項」

を改正済み（令和６年４月）。

・令和６年度開催研修より運用開始。

3
県税徴収金収納事務に

おける原符等保管の見直し

その他

納税者の特定が可能となる体制を

整えたコンビニエンスストアにお

いては、電子データでの保管も可

能とするような契約締結につい

て、収納代行業者も交え検討す

る。

対応中

・令和７年度中に予定している次回の

入札に向け、県税徴収金収納事務仕

様書の内容について調整中。

4
住宅改修業者登録申請の

添付書類の簡素化

規制・手続の見直し

添付書類の簡略化（法人による登

録申請の場合に役員の住民票の提

出を不要）に向けた整理を行い、

令和６年度中の規則改正に向け検

討する。

対応済み

・「住宅改修事業の適正化に関する条

例施行規則」を改正（令和７年４月）。

(2)県・市町の条例等による規制に関する事項

審議項目 審議結果等の概要 対応状況

1
保安林内伐採・作業許可申

請の電子化

規制・手続の見直し

申請者（事業者）にも、相談や事

前協議の際に電子申請が可能であ

る旨周知するとともに、ホームペ

ージでも電子申請が可能である旨

掲載し周知徹底を行う。

対応済み

・農林（水産）振興事務所での取扱の

統一を周知するとともに、申請者に

対しても、相談や事前協議などの際

に電子申請が可能である旨周知。

・ホームページでも電子申請による受

付は可能である旨周知徹底を実施。

（参考資料）
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兵庫県規制改革推進会議設置要綱

（設置）

第１条 県及び市町が条例等で独自に設けている規制等が、社会構造や経済情

勢の変化に対応できておらず、地域活性化の支障となっている事例を掘り起

こし、当該規制等のあり方について有識者等による協議・検証を行うため、

兵庫県規制改革推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 推進会議は、次に掲げる事項について検討を行う。

(1) 規制等のあり方に関すること。

(2) その他規制改革の推進に関すること。

（組織）

第３条 推進会議は、別表１に掲げる委員をもって組織する。

２ 推進会議は、委員が必要と認める者をもって、懸案となった事案を検討す

るためワーキンググループを設置することができる。

（委員長）

第４条 委員長は、委員の互選によって定める。

２ 委員長は、会務を総理し、推進会議を代表する。

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめその指

名する委員が、その職務を代理する。

（オブザーバー）

第５条 推進会議に、別表２に掲げるオブザーバーを置く。

２ オブザーバーは、推進会議の求めに応じて会議に出席し、意見を述べるこ

とができる。

（専門委員）

第６条 推進会議に、特別の事項を協議させるため必要があるときは、専門委

員を置くことができる。

２ 専門委員は、学識経験等を有する者その他委員長が必要と認める者を、推進

会議に諮った上で、委員長が任命する。

（参考資料）
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（会議）

第７条 推進会議は、委員長が招集する。ただし、第１回の会議の招集につい

ては、企画部長が招集する。

２ 委員は都合により会議を欠席する場合は、代理の者を出席させることがで

きることとし、代理の者の出席をもって当該委員の出席とみなす。

３ 委員長は、必要と認めるときは、委員以外の者を推進会議に出席させ、説

明又は意見を述べさせることができる。

（謝金）

第８条 委員、第３条第２項に定めるワーキンググループメンバー、第６条及

び第７条第３項に定める者が、推進会議及び推進会議に係る職務に従事した

ときは、別に定めるところにより謝金を支給する。

２ 第７条第２項の規定に基づき代理人が推進会議及び推進会議に係る職務に

従事したときは、代理人に対して委員本人と同額の謝金を支給する。

（旅費）

第９条 委員、オブザーバー、第３条第２項に定めるワーキンググループメン

バー、第６条及び第７条第３項に定める者が、推進会議及び推進会議に係る

職務のために旅行したときは、兵庫県職員等の旅費に関する条例（昭和 35 年

兵庫県条例第 44 号）の規定により旅費を支給する。

２ 第７条第２項の規定に基づき代理人が会議の職務を行うため、推進会議及

び推進会議に係る職務のために旅行したときは、代理人に対して、旅費を支

給する。

（事務局）

第 10条 推進会議の事務局は、企画部広域調整課に置く。

２ 推進会議の庶務は、事務局において処理する。

（その他）

第 11条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関して必要な事項は、

別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和７年１月６日から施行する。

（要綱の失効）

２ この要綱は、令和７年３月 31日限り、その効力を失う。
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別表１（第３条関係）

氏名 所属・役職

中川 丈久 神戸大学大学院法学研究科教授

新保 奈穗美
兵庫県立大学大学院
緑環境景観マネジメント研究科准教授

岸 敏幸 兵庫県経営者協会専務理事

長谷川 尚吾 日本労働組合総連合会兵庫県連合会事務局長

三宅 康成 兵庫県立大学環境人間学部教授

中後 和子
学校法人和弘学園理事長・明舞幼稚園長
公益財団法人兵庫県青少年本部評議員

別表２（第５条関係）

氏名 所属・役職

酒井 隆明 兵庫県市長会会長

庵逧 典章 兵庫県町村会会長


